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まとめと質問 （１） 

川島報告：アジア太平洋のデジタル貿易ルール 
– 協定の構成＋政治的思惑からの分析 

 
Q1 ルール内容自体が、ルール設定/運用の
主導権（＝話語権）を左右するのでは？ 

 より取引促進的・問題点解消的な内容の協定に
吸引力がある、ということはないか？ 
  経済政策としての協定という視点 
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まとめと質問（２） 

データ/デジタルルールは必要 
– 中国は、国内のデジタルルールの整備完了 

• データ産業政策も進めている 
• データの越境流通の審査の判断が、内外差別的 
• データの国家主権vs基本的人権としてのデータ 

 

Q2 「自由化」と「主権・権利保護」の二兎を追うルール
が必要ではないか？ 

• 現状、どのルール（12枚目）がもっとも理想的か？ 
• 日本は、AIガバナンス、フィンテック、競争法執行にコミットしてい

ないため、よりデジタル化の恩恵を受け取れなくならないか。 
• 中国がこの分野を主導し、支持者が現れ、「話語権」を確立？ 
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デジタルルールはなぜ必要なのか？

技術革新の核にあるデジタル化
• デジタル化によるアンバンドリング

– デジタル化：自動化・対面コストの低
下 ⇒ 経済的価値を生む

• デジタル化

– 電子データをアルゴリズムで処理するソフ
トウェアを通じて、コンピュータを動かす技
術を導入すること

• データは資源

– 個人の情報、人間の活動の情報自体を
再生産できない財

– データとアルゴリズムの所有権の配分が、
効率性と公平性に影響

• その他のデジタル越境取引のため
のルール

データをめぐる政府介入
• 占有したデータを濫用

– 消費者の粘着性維持のための
ターゲティング、利用制限

– 完全価格差別による消費者余
剰の収奪

• 政府介入の方向性
1. データ占有者への介入

• FB、Google、アマゾンなどへ
の規制

2. データ取引市場の創設
• これは成功例がまだない。

• データは経験財・オーダーメ
イド財なので、取引のため
の規格をつくるのが難しい
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中国のデータをめぐる制度整備 

経緯 
1. データの社会での共有にもともと積極的 

– 個人情報保護の先駆けは業界管理 
• 征信業管理条例（2013） 

– 13次五か年計画：社会でのテータ共有 
• 社会信用体系建設規画概要（2014－2020） 

2. 越境流通 
– スノーデン事件の衝撃（2013年） 
– 国家安全法（2015年） 
– サイバーセキュリティ法2017年 

3. 個人情報保護 
1. 民法典＋データ保護3法（右の２から４） 
2. プライバシーと個人情報の保護が明記  
  

4. データの共有政府と社会情報の開放 
1. 第14次五か年計画 2021年 

1. デジタルチャイナ 
2. ビッグデータ市場 

2. 法治政府企画 2021年 
1. 政府データの公開 

データをめぐるルール 
• 総体国家安全観のもとの

データ保護4法 もしくは、
国家安全法＋データ３法 
1. 国家安全法 2015年 
2. サイバーセキュリティ法 

2017年 
3. データ安全保護法 2021年 
4. 個人情報保護法 2021年 
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１．データ産業政策 
産業奨励、しくみをつくる 

１．深セン市AI産業発展条例
（2021） 
• 51条 公正でWTOルールに即した産業

政策を行う。 
• AI産業の発展のため、 

33条 公共データの開放 
35条 匿名化・非識別化の上データを流通 
36条 香港・マカオとの間で、越境データ管理
システムと基準・規範を作る。 
37、38条 データとアルゴリズムを共有するプ
ラットフォームを作る。 
47条 ＡＩ製品の発展のための政府調達 
70条 政府の規制 
72条 アルゴリズムの規制 
73条 アジャイルガバナンス。AIに関する社会
実験を組織し、社会的公平性の与える研究を
行い、産業発展政策を適宜調整する。 

２．ビッグデータ発展規画（2021） 
• ビッグデータ産業の制約 

– ４つの不足：社会認識、技術支援、
市場体系、安全メカニズム 

• 基本原則 
– 価値リード、基礎研究先行、システ

ム的な推進、イノベーションとの融合、
安全発展、対外開放と協調 

• データ取引市場の構築  
– データ資源価値評価体系の構築 
– データ資源取引ルールの構築 
– データ利用の資源配分の効率化 

• 製造業ビッグデータ価値の向上 
– 原材料・設備・消費財・IT 
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２．過度なガバメントアクセス 
• サイバーセキュリティ法37条は、 

– 個人情報と重要データの越境移転に関して国家の審査を
受けるとしている。 

• 自動車産業に関して具体的規定（2021年8月） 
1. 「自動車データ安全管理若干規定」 
2. 「自動車採取データ安全要求」「指南」 
– （１）重要データとデータ運営者の範囲が過大であり（若干

規定 第3条）、 
– （２）また「車外のデータ、車内のデータ、位置追跡データ

は越境してはならない（指南、５）」 
– 原則では、審査を通過したものは越境移動可能であるとさ

れているが、実際に公開された細目においては、移動が
禁止されている。 

– このため、日系自動車メーカーの生産・開発活動に支障を
もたらしている。 

• 目的の正当性、必要性、取得範囲過剰になっていなか。 
• 自動車データ安全管理若干規定（試行） 。 

– 第11条 中国が締結または発効した国際条約または協定
に異なる規定がある場合には、中国が留保を宣言した規
定を除き、当該国際条約または協定が適用される 

 
 

• 例 越境移転に関する自動車産業向け細則 
– 重要データ、重要情報インフラ事業者の定義が広すぎ、

越境禁止指定もある。 
– 自動車データ取扱事業者とは、自動車メーカー、部品・

ソフトウェアサプライヤー、ディーラー、メンテナンス会社、
旅行サービス会社など、自動車データ取扱業務を行う
組織を指す。 

– 重要データ 
• a) 車外のデータ：カメラやレーダなどのセンサーによっ

て車外環境から収集した道路、建物、地形、交通参加
者などのデータと、それらを処理して生成したデータ。 

• b) コックピットデータ：カメラ、赤外線センサー、指紋セ
ンサー、マイクなどのセンサーを用いて車両のコック
ピットから収集したデータと、それらを処理して生成し
たデータ。 

• c) 稼働データ：パワートレイン、シャシーシステム、ボ
ディシステム、コンフォートシステムなどの電気・電子
システムから、スピードセンサー、温度センサー、アク
セルスピードセンサー、圧力センサーなどを介して収
集されたデータ。 

• 車外のデータ、車内のデータ、位置追跡データは越境
してはならない。業務データを越境する必要がある場
合は、国家ネットワーク情報部門が実施するデータ越
境セキュリティ評価に合格しなければならない。 

• ガバメントアクセスは、正当な目的に合致し、必要か
つ比例的な方法で実施されるべきである。 
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中国のデータガバナンス 
ガバメントアクセスのルール形成
にむけて 
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